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資料１

即位日等休日法の施行に伴う大型連休に係る
道の体制・対応状況の主なもの

H31.3.29現在

１ 災害・事故

担当部局項目 道の体制・対応状況

①自然災害・大規模事 危機対策局職員が24時間常駐。有事の際は 総務部
(関係部局)故等への対応 防災計画等に基づき対応。

総合政策部②災害・事故等による 連絡体制を構築済み。有事の際は各種マニ
交通障害への対応 ュアル等に基づき対応。

③発電所の大規模な計 電力需給がひっ迫した場合に備え、対応を 経済部
画外停止への対応 事前に確認済み。改めて関係事業者等に万

全な体制整備を依頼予定。

④家畜伝染病への対応 連絡体制を構築済み。有事の際は北海道家 農政部
(関係部局)畜伝染病防疫対策要綱に基づき対応。

水産林務部⑤漁船海難事故等への 連絡体制を構築済み。漁船海難事故等報告
対応 取りまとめ要領に基づき対応。

⑥林野火災への対応 連絡体制を構築済み。林野火災予消防対策
実施方針に基づき対応。

⑦屋外広告物に関する 連絡体制を構築済み。事故等が発生した際 建設部
事故等への対応 には関係機関と連携して対応。

⑧企業局が管理する施 連絡体制を構築済み。企業局危機管理マニ 企業局
設の災害及び事故へ ュアルに基づき対応。
の対応

２ 道民生活

担当部局項目 懸念される事項等 道の体制・対応状況

総合政策部①パスポート 緊急渡航事案への 連絡体制を構築済み。外務省と
の緊急発給 対応の遅れ 連携し速やかに対応。

環境生活部②一般家庭の 生ごみ等が長期間 市町村の対応予定を調査し、臨
ごみ収集 搬出されないこと 時の収集を行うなど長期間収集

による生活環境衛 が空くことのないよう対応され
生上の悪影響 ることを確認済み。

③消費生活相 相談することがで (独行)国民生活センターの消費
談 きない 者ホットラインにより対応。
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担当部局項目 懸念される事項等 道の体制・対応状況

環境生活部④性暴力被害 相談することがで 道警の24時間相談窓口において
相談 きない 対応。

⑤犯罪被害者 相談することがで 全国被害者支援ネットワークの
。等相談 きない サポートセンターにおいて対応

。⑥ＤＶに関す 相談することがで 女性相談専用ダイヤルにて対応
る相談 きない

保健福祉部⑦自殺に関わ 相談することがで 「こころの電話相談」専用ダイ
る相談 きない ヤルにて対応。

⑧児童虐待の 通告・相談するこ 従来から24時間365日対応の児童
通告・相談 とができない 相談所全国共通ダイヤルにより

相談等受理。

⑨感染症、食 感染症などが蔓延 連絡体制を構築済み。事案の発
中毒等への する恐れ 生の際は各種マニュアル等に基
対応 づき対応。

⑩休日保育等 連休中に仕事のあ 保育ニーズの把握や受入体制の
。の対応 る道民が保育を利 検討について市町村に依頼済み

用できない

⑪障害福祉サ 通常の休日等より 利用者が必要なサービスを受け
ービスの提 も多くのニーズが られるよう事前に調整するなど
供 生じる可能性 の対応を事業者等に要請済み。

⑫生活保護費 支給の遅れが受給 ５月分の保護費の支給日を連休
の支給 者の生活に影響 前に繰り上げ。

⑬患者の治療 医療機関の休診等 道内医療機関の対応予定を調査
等への支障 により必要な医療 中。結果を踏まえ道医師会等と
防止 を受けられない 対応を協議し、体制を確保。

道立病院局道立病院は地域の医療機関と連
携して、医療提供体制を確保。

⑭児童生徒の 長期休業中におけ 報告体制について構築済み。学 教育庁
生命等に関 る非行やトラブル 校や市町村教委に、家庭や地域
する事案へ への巻き込まれ等 の関係機関等と連携し、事故等
の対応 の防止に万全を期すよう依頼。

道警本部⑮運転免許試 更新手続きができ 日曜日に開庁し免許更新業務を
験場 ない 実施 （４／２８は札幌のみ、。

５／５は全試験場を開庁）

※大型連休に伴い窓口が閉庁となる業務については、連休後の窓口混雑に対する

備えや、道民の皆様への事前の注意喚起が必要。



即位日等休日法の施行に伴う大型連休への対応について（概要）

平成３１年２月２５日

即位日等休日法の円滑な施行に関する関係省庁等連絡会議

平成３１年３月２５日一部改正

○即位日等休日法の施行に伴う本年５月の大型連休への対応については、附帯決議等で国
民生活に支障が生じないよう政府として万全を期すことが求められており、関係省庁連
絡会議を開催し、対応を実施しているところ。

１．安全・安心
（１）電気、ガス、水道等のライフラインの維持

・事業者において安定供給のため万全な体制を整備。
（２）金融システムの稼働

・取引所・金融機関等において、投資家・顧客への営業予定・顧客影響等の周知やシ
ステムリスクの点検等を徹底。また、事業者等の資金繰りについて、金融機関から
能動的に注意喚起。日本公庫は通常とは別枠での融資を実施。

（３）連休中の為替市場の動向把握と必要に応じた対応
・通常の連休と同様に、常時モニタリングを実施。

（４）災害時の対応等
・大規模自然災害等に常時対応できる体制を整備。

（５）海外旅行の増加を見据えた海外安全対策の周知
・３月下旬より、「たびレジ」（外務省 海外安全情報配信サービス）登録推進など「春
の海外安全強化キャンペーン」を実施。

２．医療
〇患者の治療等の支障防止
・２月以降、各都道府県で10連休中の医療提供体制について協議中。３月中に当該体
制のリストを作成・公表し、４月に住民に周知。厚労省でも各都道府県に対するフ
ォローアップを実施。

３．交通
（１）各交通機関の混雑への対応

・業界団体に対し、交通事業者が利用者に支障が生じないよう対策を徹底するよう周
知。

（２）宿泊施設の不足への対応
・業界団体ヒアリング等により予約状況の推移を注視。必要に応じ観光庁HPで予約状
況を発信。

４．需要の増加等
（１）運輸業における対応

・連休期間前後に運送依頼が過度に集中しないよう業界団体等に対し荷主等と予め調
整を依頼。

（２）小売業等における対応
・流通団体からの報告を受け、４月上旬以降各事業者による対応を促す。
・全国の中央卸売市場等は概ね５日程度開場。

（参考）



（３）郵便サービスの対応
・４月２７日（土）のほか、特例として５月２日（木）に普通郵便等を配達。速達、
書留、ゆうパック等は毎日配達。

（４）廃家電の円滑な引取り
・家電４品目の指定引取場所では、３日を超える連続休業が発生しないことを基本と
して、臨時営業日を設定。

（５）一般家庭のごみ収集
・生ごみ・可燃ごみ等の収集について、平時と同様に収集又は１週間に１回以上収集
予定等の市区町村が99％。

５．雇用
○長時間労働の抑制等、時給・日給労働者の収入減少への対応
・３月５日付けで経済団体、職業紹介・人材派遣団体に対し雇用主の労働者への適切
な配慮について周知・協力依頼。依頼先団体を訪問し、加盟企業や労働者の状況に
ついて、ヒアリングを実施中。

６．保育その他の福祉サービス
（１）保育の確保

・一時預かり事業の受入れ人数の拡充のため、10連休に限った補助の加算を創設。必
要な保育が確保されるよう自治体の取組状況を調査するため、３月18日に依頼。

（２）その他必要な福祉の確保
・介護・障害福祉サービス等は連休中も各事業所の判断で開所等の対応。

７．教育・青少年
（１）学生、生徒、児童、園児の心身の健康確保

・10連休中の児童生徒等の心身の健康確保に向けて適切な対応がとられるよう、教育
委員会等関係機関に周知。

（２）ぱちんこや公営競技の年齢による入場規制等の徹底
・３又は４月に順次、所管省庁より主催者等に通知の上、ぱちんこ営業所、各競馬主
催者、競輪・オートレース施行者、モーターボート競走施行者において、年齢によ
る入場規制、年齢確認等を徹底。

（３）学校の授業時数の確保
・多くの学校で標準授業時数を超える授業時数を設定しており、必要な場合は一般的
に休業日の振替等で対応。

８．広報・周知等
（１）国民向け広報の実施

・３月以降、BS放送、新聞広告、政府広報オンライン等により、即位日等休日法の趣
旨や10連休の対応等を周知。

（２）連休中の消費生活相談
・消費者ホットライン（188）において相談を受付。

（３）連休中に在留期間が満了する在留外国人への対応
・４月上旬より連休前に行うべき在留諸申請に関する手続を周知。

（４）訪日外国人旅行者への情報発信
・４月以降、日本政府観光局のSNS等により情報発信。


